                                                         熊収第24号

.                                                         平成14年４月30日

権利を主張する者　三室　勇

上記代理人　　　　熊本　一規様
熊本県収用委員会
会長　塚本　侃　　
熊収13第9号、第10号案件に係る意見書について(送付)

「一級河川球磨川水系川辺川ダム建設工事及びこれに伴う附帯工事」(熊収13第9号、

第10号案件)について、起業者代理人九州地方整備局長から意見書の提出がありました

ので、別添のとおり写しを送付します。'
なお、この意見書に対する回答書を5月15日(水)までに当収用委員会事務局あて提

出いただきますようお願いします。
国九整一用第34号

平成14年４月30日

熊本県収用委員会　会長　塚本　侃　殿
　
起業者　東京都千代田区霞が関二丁目1番３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣　　　林　寛子

上記代理人　福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目10番７号
九州地方整備局長　江頭　,和彦

意　見　書　の　提　出　に　つ　い　て

一級河川球磨川水系川辺川ダム建設工事及びこれに伴う附帯工事に伴い、平成13年12月18日付け国九整一用第270－1号で収用裁決申請し、同日付け国九整一用第270－2号で裁決の申立をした事件について、土地収用法第63条第1項の規定に基づき、別紙のとおり意見書を提出いたします。

意　　　見　　　書
３月25日の第二回審理において起業者から説明した内容の補足として、次のとおり起

業者の意見を申し述べます。

1　漁業権の帰属について
行政府として、少なくとも直近の最高裁判決に従って行政を執り行う.必要があることについては、第二回審理で申し上げたとおりです。
「権利を主張する者」.から、漁業法の個々の条文に関する説明の要求がありましたが、

平成元年最高裁判決については、判決がなされた時点での漁業法の条文(第６条、第８条、
第14条第８項その他含め)を前提に判決がなされたものと認識しています。また、同判決から今に至るまでに漁業法の一部改正がなされておりますが、当該改正により、同判決で判示された漁業権の帰属について否定する条文は設けられていないと理解しております。
２　権利消滅裁決後の補償について

３月25日の第二回審理で「権利を主張する者」からホワイトボードで説明のあった、
「収用裁決後も漁民との補償契約が必要」という旨の主張に関する起業者の意見は、以下

のとおりです。
漁業権の権利消滅裁決後に、当該消滅に係る区域で、ダム工事までの間に漁をされる方
が出てきたとしても、
・その方が漁協の組合員である場合に、漁業権の消滅までの間は、平成元年最高裁判決
により漁協を相手方として補償することになるが、昨年11月28日の球磨川漁協総会

において補償金の配分委員会設置の議案が提起されたように、配分委員会等による漁協

から組合員への配分がなされる実態が見受けられる。その配分を受けた上に漁業権の

消滅後にその方に補償をするというのは適切でないこと
・その方が漁協の組合員以外の方であっても現在球磨川水系において、球磨川漁協以

外に補償の対象となる方はいないと確認していること
・したがって、裁決後ダム工事までの間に当該区域で漁を行う行為が補償対象となるか
否かとなるが、そのような短期間で補償の対象となる「権利」となるまでに成熟するこ

とは想定されないこと
以上のこと、また、社会通念に照らして考えても、権利消滅裁決後に当該消滅に係る区.

域で漁をされる方との補償契約は必要なく、また、できないものと考えております。
